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地域建設業等の維持に向けた
環境整備等への課題と展望

～改正品確法に係わる災害対応力等の強化について～

研究報告

はじめに1
建設業が持続可能に発展していくためには、労働者の処遇改

善や働き方改革の取り組みを推進していくことで、新規入職を
促進し、将来の担い手の確保・育成を図っていくことが必要で
ある。また、昨今の厳しい環境変化にも的確に対応していく必
要があり、適正な請負契約の下で円滑に建設工事が実施される
環境づくりも不可欠である。

昨今、毎年のように全国各地で自然災害が発生し、甚大な被
害が生じていることから、「持続可能な建設業」を目指す上で、
災害対応の観点からも建設産業の担い手を継続的に確保し、地
域の災害対応力を強化していくことが必要不可欠となっている。

国土交通省では、「公共工事の品質確保の促進に関する法律
（以下、品確法という）」を踏まえ、災害発生時の入札・契約
等に関するマニュアルなどの改善を行い整備してきている。ま
た、令和 6 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震を踏まえ、「公
共工事の品質確保の促進に関する法律等の一部を改正する法律
（以下、改正品確法という」が令和 6 年 6 月 19 日に公布され、
同法のなかで、地域の災害対応力の強化内容が新たに明記され
た。

本稿では、以下、2 で上記法での災害対応力等の強化等に係
わるポイントと背景について明示する。また、3、4 では、同
法に明記された災害強化等の改正内容、および改正内容の根拠
となり得る実態について、実際に災害対応にあたったゼネコ
ン・建設コンサルタントへのヒアリングの内容を通じて明らか
になっている喫緊の課題を明示し、今後検討すべき事項につい
て提案を行う。

なお、本稿の内容は、一般財団法人国土技術研究センター
（以下、JICE という）の自主研究の取組として、技術調達政
策の高度化に寄与することを目的に設置している、技術・調達
に関する有識者勉強会（表１）での議論や業界ヒアリングをも

とにとりまとめたものである。
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表１　技術・調達に関する有識者勉強会 委員名簿

令和 6年の品確法改正について2
2.1　令和 6年の品確法改正について

品確法は、平成 17 年に制定されて以来、社会的情勢や環境
の変化等を踏まえ、平成 26 年、令和元年、令和 6 年に改正さ
れている。

以下、令和 6 年の品確法改正の基本的なポイント・背景に
ついて解説する（表 2）1）。

今回の改正品確法では、昨今の環境変化を踏まえ、主として
「担い手の休日・賃金の確保」、および「地域建設業等の維持」
が本法律のなかで取り上げられたことがポイントであり、「担
い手確保」・「地域における対応力強化」・「生産性向上」を目的
として改正されている。

「担い手確保」では、公共工事に従事する者の処遇改善のさ
らなる推進が急務であり、また、地方公共団体による発注工事
を中心に、資材高騰等を受けた価格転嫁が円滑に進んでいない
ことから、適切な価格転嫁対策による労務費へのしわ寄せの防
止が急務となっている。

「地域における対応力強化」では、全国的に災害が頻発する
中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興のため、災害時の緊
急対応のさらなる充実・強化が急務となっていることから、国
だけでなく、地方公共団体においても発注体制を強化し、地域
建設業の維持に向けたより一層の取組が求められる状況となっ
ている。
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地域建設業等の維持に向けた
環境整備等への課題と展望

～改正品確法に係わる災害対応力等の強化について～

「生産性向上」では、持続可能な建設業に向け、働き方改革
に加え、新技術の活用によるさらなる生産性向上が急務である。
また、脱炭素化が国際的スタンダードかつ政府の重要施策と
なっていることもあり、脱炭素化の取り組み（GX）の強化が
求められている。さらに、新技術の開発は、短期的なコスト回
収が難しく積極的に行われにくいため、技術進歩の停滞や将来
的な品質確保への支障が懸念される。

品確法改正や同法の付帯決議で示された
災害対応強化の内容について3

3.1　改正品確法の改正内容と対応する課題について

JICE では、自主研究として災害対応
の経験を有する地元の建設会社・建設コ
ンサルタント・地質調査や測量等の建設
関連企業の業界団体計12団体（以下、「建
設関連企業」という）の計 82 の会員社
へに対して、ヒアリング調査を行い、災
害契約等に係わる課題について、様々な
ご意見を頂いた 2）。

以下、品確法改正と同法の付帯決議に
明記された、災害契約に係わる改正内容
と、ヒアリング調査から得られた課題を
併せて比較・整理した結果を表 3 に示す。
表 3 では、改正内容と課題の内容が関連
している場合は、同じ番号（ex ①～⑨）
で整理し、赤字で示している。また、改
正内容に含まれていない課題は青字で示
している。

表 3 に示す改正品確法での災害に係わる改正内容をみると、
建設関連企業へのヒアリングで得られた課題（表 3 右側）が
網羅的に反映された内容となっていることが把握された。今後、
改正内容に対する個々の施策について、深掘りして検討してい
く必要がある。

3.2　「災害対応の強化」に係わる課題
ここでは、表 3 に示す「ヒアリング結果から得られた災害

契約等に係わる課題」のうち、改正品確法に含まれていない課
題（青字）を以下に整理している。

課題は、表 3 ⑨「災害対応力の強化」に係わる「安全管理」
と「災害協定」に関わる内容である。

表 3　改正品確法とヒアリング調査から得られた課題、同法案付帯決議の内容※

議員立法 公共工事品質確保促進法等の改正

■改正品格法のポイントと背景

● 処遇改善の推進（国、公共工事等を実施する者）
• 公共工事の担い手確保のため、公共工事に従事する者の処遇改善のさらなる推進が急務

処遇改善
の推進

担
い
手
確
保

● 処遇改善の推進（発注者）
• 地方公共団体による発注工事を中心に、資材高騰等を受けた価格転嫁が円滑に進んでいない
• 適切な価格転嫁対策による労務費へのしわ寄せの防止が急務

価格転嫁
（労務費へのしわよせ防止）

● 休日の確保の推進（国・地方公共団体）
• 時間外労働の罰則付き上限規制を達成できていない建設企業は多く、他産業との人材獲得競争に

おいても長時間労働がネックとなっている
● 担い手確保のための環境整備（国・地方公共団体）
• 持続可能な建設業に向け、担い手確保のための様々な取組が急務

働き方改革・環
境整備

● 適切な入札条件等での発注の推進（発注者）
• 将来的な安定経営への見通しが持てないこと等により地域建設業者の数が減少
● 災害対応力の強化（発注者、受注者）
• 全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興のため、災害時の緊急対応のさ

らなる充実・強化が急務

地域
建設業等
の維持

地
域
に
お
け
る

対
応
力
強
化 ● 発注者への支援の充実（国、国土交通大臣、都道府県）

• 地方公共団体において発注関係事務の実施に必要な知識や技術を有する職員が減少、不足
公共発注
体制の
強化

● 新技術の活用・脱炭素化の推進（国、都道府県）
• 持続可能な建設業に向け、働き方改革に加え、新技術の活用によるさらなる生産性向上が急務
• 脱炭素化が国際的スタンダードかつ政府の重要施策となっており、公共工事においても「環境の保

全」（第1条）に一層寄与できる脱炭素化の取組（ＧＸ）の強化が求められている
● 技術開発の推進（国）
• 新技術の開発は、短期的なコスト回収が難しく積極的に行われにくいため、技術進歩の停滞や将来

的な品質確保への支障が懸念される

生産性向上

■災害契約に係わる課題
（災害対応の経験を有する建設関連企業へのヒアリング結果）

衆議院・参議院の国土交通委員会

■公共工事の品質確保の促進に関する法律等の
一部を改正する法律案に対する（附帯）決議内容

議員立法

■公共工事品質確保促進法等の改正内容

①②待機費用、災害補償に関する経費、人手不足による移動距離
増加に伴う追加費用
・地元のために利益を度外視せざるを得ない状況の発生 等

③時間外労働の上限規制への対応

l 契約変更手続きの透明性の確保
• 契約変更前に必要に応じて受発注者以外の第
三者がその適正性をチェックし、その意見を反
映、公表する新たな仕組みを導入する

①賃金支払いの実態の把握、必要な施策
②能力に応じた適切な処遇の確保
③多様な人材の雇用管理の改善

処遇改善
の推進

担
い
手
確
保

④変更契約や出来高清算で対応できない経費、協力業者への過
大な立て替え 等

l 測量士等を中長期的に確保するため、就業状況
の実態把握・資格制度の更なる改善を早期に検
討する

④スライド条項の設定、運用基準の策定、適切な契約変更価格転嫁
（労務費へのしわよせ

防止）

⑥担い手の確保ができない場合、災害応急対策等の体制確保が
困難となる実態の認識

⑥災害対応は、担い手確保の観点から長期的な視点で対応してい
く必要がある（学校への出前プレゼンの実施）

⑥災害応急対策等に従事した若手職員・技能者のモチベーション
をあげる取組が必要

⑥災害応急対策を行う建設関連企業のPRの強化 等

ー

⑤休日の確保の推進（事態の把握・公表、平準化の促進）
⑥担い手の中長期的な育成・確保

• 学校と業界の連携
• 国民の関心を深める広報活動（品質確保・担い手の活動）

⑦測量資格（測量士等）の確保（測量法改正）

働き方改革・
環境整備

⑧平時・災害時の発注契約手続き
・地域の対応能力を踏まえた多様な契約手法のさらなる活用
・口頭指示の位置づけの整理・手持ち工事や業務との調整
・単価契約等多様な契約手法の活用・契約時のロットの大きさ等
⑨災害対応力の強化（安全管理と被害補償）
・二次災害の危険性のある現場での作業の位置づけ
・パトロールのリスクと担い手の確保
・保険制度の充実・消防団との取扱いの違い
・災害応急対策工事の評価方法を見直し：工事成績の評価につな
がらない（現在の基準では評点が低くなる傾向にある） 等
⑨災害対応力の強化（災害協定）
・複数の発注者からの要請の輻そう（例えば業界団体を通した一
元化が必要）・民地での活動の制約・協定下で活動する業者の法
的位置づけ・災害協定の内容が古い 等

l 地方公共団体において適切な競争参加資格や
発注単位の設定

l 災害対応に不可欠な地域建設業を維持するた
めの予定価格や工期の適正な設定等

l 発注関係事務の実施実態、及び公共工事に従事
する者への賃金の支払いや休日の付与の状況を
把握する

l 総合評価落札方式における賃上げ加点措置に
ついて、公平性や地域建設業等の維持の観点か
ら、その影響を調査し、他制度との兼ね合いを考
慮しつつ運用を検討する

⑧地域の実情を踏まえた適切な条件・発注規模等による発
注等

⑨災害対応力の強化
• 災害対応経験者による被害把握
• 技術力のある業者と地域の業者との連携
• 災害工事等での労災保険契約の締結促進
※災害協定に基づき、第三者に加えた損害賠償に必要な
金額を担保するため適切な保険契約を締結するよう務
めなければならない

• 予定価格への反映

※災害協定は、令和元年の改正品格法において、災害協定
の締結その他必要な措置を講ずるよう明記された。

地域
建設業等
の維持

地
域
に
お
け
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対
応
力
強
化

ー
l 過疎地域等を始めとする地方公共団体に対す

る公共事業の施行の支援等の検討

⑩発注担当職員の育成支援
⑪発注事務の実態把握・助言
⑫維持管理を広域的な行うための連携体制構築
⑬発注体制の整備の追加（入契適正化指針）
⑭指針に即した措置の実施を発注者に助言・勧告

公共発注体制
の強化

表 2　改正品確法のポイントと背景※

※参考文献 1) に基づき JICE 作成

※参考文献 1)2) に基づき JICE 作成　赤字：改正内容、および改正内容に対応する課題　　青字：改正内容に含まれない課題
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  安全管理：災害応急対策等の際、夜
中の暗い中でのパトロールを指示さ
れることがあり、二次災害の危険性
のある現場作業についての災害協定
への位置づけが必要である。
  災害協定：令和元年の改正品確法に
おいて、災害協定の締結その他必要
な措置を講ずるよう明記されたが、
災害協定の内容が古いものもあり、
課題を把握して協定の見直しが必要
である。
　また、国・都道府県・市町村から
業界への要請が輻輳しないよう、例
えば業界団体を通した一元化が必要
である。
  適正な企業評価：工事成績の評価に
つながらない（現在の基準では評点
が低くなる傾向にある）　との意見がある。

今後検討すべき事項4
前述の改正品確法、および同法附帯決議に係わる内容を踏ま

え、さらなる災害対応力等の強化に向けて、今後検討すべき事
項を以下に提案する。
(1) 地域の対応能力を踏まえた多様な契約手法

表 3「地域における対応力強化」の⑧に係わる課題に関連し、
国土交通省による「災害復旧における入札契約方式の適用ガイ
ドライン」6) による災害時の発注方式を以下に示す（表 4）。

※参考文献：6) に基づき JICE 作成

表 4　災害時の契約方式※

• 被災地域での建設工事等における予定価格の適切な設定（積極的に
見積を活用）

• 「賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更」に基づく対応
• 「遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更」及び「地域外からの
労働者確保に要する設計変更」

• 工事の緊急度を勘案した随意契約・指名競争入札・一般競争入札の
適用

• 随意契約（品質を確保した上で、入札参加資格要件（技術要件、地
域要件、対象等級）を最大限緩和）

• 迅速な事業執行（WTO工事への適応、WTO 協定の対象工事にお
ける手続日数の短縮）

• 早期の復旧・復興に向けた取組（事業促進 PPP 等による民間事業
者のノウハウの活用、設計に施工者のノウハウを取り込む技術協力

• フレームワーク方式

地域建設業の維持に向けた災害対応力の強化に向けて、地域
の精通度を生かした地域維持型契約方式や、公募により選定し
た複数企業に対して災害復旧に係る個別業務・工事を複数年に
わたって契約できるフレームワーク方式、設計段階から施工者
が関与する方式（ECI 方式）などの契約方法について、業務・
工事の性格、地域の実情に応じて活用できるよう、災害復旧に
おける入札契約方式の適用ガイドラインの見直しが必要と考え

る。
ここでインフラ管理者と建設関連企業がどのような役割分担

で災害応急対策等に臨むのか、一般的な状況を概説する。細部
は組織や契約体系によって多様であり、必ずしも常に下記の通
りではないことには留意されたい。

なお，災害応急対策等の事務の区分については，国土交通省
による「災害復旧における入札契約方式の適用ガイドライン」6)

によるものを採用した（図 1）。
(2) 災害協定
①災害協定の見直し

令和元年の改正品確法において、工事・業務に係わる災害協
定の締結その他必要な措置を講ずるよう明記されている。

上記 3.2（表 3 ⑨）に係わる課題は、災害協定に関連する課
題のため、災害協定の課題を調査・把握し、二次災害の危険性
のある現場での安全確保、保険・補償、最新の災害協定などの
観点での見直しが必要と考える。
②災害工事・業務での労災保険契約等の締結促進

表 3 ⑨の課題に関連し、建設関連企業からは、労災上乗せ
補償、第三者賠償責任保険の保険金に対する公的負担の要望が
ある。改正品確法を踏まえ、災害協定に基づき、受注者が第三
者に加えた損害賠償に必要な金額を担保するため適切な保険契
約を締結できるよう、民間保険会社や受注者に対して、加入す
る保険等の実態調査を行い、掛かる費用を支援するための検討
が必要不可欠である。

静岡県では、「災害応急措置の業務に従事した者の損害賠償
に関する条例」のなかで「災害応急措置の業務に従事した者の
損害賠償」について、「静岡県地震対策推進条例」のなかで「第
三者に損害を加えた場合の損害賠償の内容が定められている。

民間保険会社が取り扱う労災保険において、第 3 者に対す
る賠償事故を起こした場合、地震や洪水、津波等の自然災害が
影響する場合は、保険が適用できないケースが多くある。保険
の種類によっては、労災保険の上乗せ特約として、災害協定に

※応急復旧︓緊急的に機能回復を図る工事
本復旧 ︓被災した施設を原形に復旧する工事、または、再度災害を防止する工事

図 1 災害時における入札契約方式の選定の基本的な考え方 6）
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基づく活動中における業務において、地震、噴火、洪水、津波
等の天災に起因した第三者への対人・対物事故に対して法律上
の賠償責任が生じた場合、保険が適用されるものもある。
(3) 人的・物的資源の効果的な調整・マネジメント

表 3 ⑨の課題に関連し、地域によっては、地域内の建設会
社の人的資源や資機材の受給量を把握し、災害発生時に迅速に
対応する試みを実施している事例がある。このため、今後、こ
のような好事例を調査し、被災状況に応じて、効率的に利用可
能な人的・物的資源に関する情報を集約し適切に割り当てる等
の調整・マネジメントが可能か検討していく必要がある。
(4) 適正な企業評価

表 3 ⑨の課題に関連し、災害応急対策工事を実施しても工
事成績の評価につながらないという意見があるため、更なる災
害応急対策工事の評価方法についての見直しの検討が必要であ
る。また、表 3 の「処遇改善」に関連し、建設業従事者の処
遇改善に積極的な建設企業が競争上不利な状況にならないよう、
処遇改善に積極的な企業の適正な評価が必要である。
(5) 処遇改善

表 3「担い手確保」の①②に係わる課題に関連し、必要な施
策下請企業へのしわ寄せが生じやすく、技能工を含む建設業従
事者の処遇が改善されにくいという課題がある。

改正品確法を踏まえ、引き続き賃金支払いの実態を調査・把
握し、必要な施策を検討していく必要がある。
(6) 災害応急対策を行う建設関連企業の PR の強化

表 3 ⑥に係わる題に関連し、改正品確法では、品質確保を
行う担い手を継続的に確保していくため、国民の関心を深め、
理解の増進を図るための広報活動が明記された。

このため、全国で実施されている好事例を調査し、例えば、
災害応急対策等の活動の写真・動画などを活用した PR を行う
とともに、高校のイベントへの協力・学校等で出前プレゼンテー
ションの実施（図 2）などの PR 強化を行うとともに、一方で
災害応急対策等に従事した若手職員・技能者のモチベーション
をあげる取組み（誇り・魅力・やりがいの向上）が必要である。

図 2 学校等での出前授業の事例※

①建設業の魅力・やりがいを実感できる機会の創出等に
よる発信
出前授業を通じた発信 バーチャル現場見学会

※出所：( 左図 ) 佐賀県建設業協会 HP より引用
　　　　　　　　( 右図 ) 阪神高速道路株式会社 HP より引用

おわりに5
自然災害が発生した際の災害応急対策等の実施にあたり、イ

ンフラ施設の管理者である国、都道府県などの地方自治体及び
民間企業等からの要請、指示、委託等を受け、どの機関よりも
いち早く被災地に駆けつけ、被災状況の確認・応急復旧に対応
しているのは、地元の建設会社，建設コンサルタント、調査・
測量会社等の建設関連企業の職員である。建設関連企業は、被
災直後からインフラ機能をできるだけ早期に回復することによ
り、被災影響を最小限に抑制する上で必要不可欠な役割を果た
しており、効果的に災害応急対策を実施するには、被災状況に
応じて、利用可能な人的・物的資源に関する情報を集約し適切
に割り当てる等の調整・マネジメントが極めて重要である。

地域建設業等が持続可能な建設業を維持していくには、担い
手不足を確保するための処遇改善と働き方改革に向けた環境整
備が不可欠であり、引き続き、関係する研究者・実務者の皆様
と協力して調査・研究を行い、建設産業が抱える課題の解決に
向けた改善策の検討を進めていく所存である。

各地域の現場で実施されている新たな取り組みや現場の声を
調査・把握して周知・報告していくことはとても重要であるこ
とを改めて指摘し、結びとする。
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